
貸 借 対 照 表

2016年12月31日　現在

株式会社　アクトプロ （単位：    円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

【流動資産】     603,020,167 【流動負債】     348,529,090

現 金 及 び 預 金     332,946,871 支 払 手 形 ・ 買 掛 金      98,510,018

受 取 手 形 ・ 売 掛 金     146,532,508 前 受 収 益 ・ 前 受 金      54,791,879

棚 卸 資 産      42,523,742 未 払 費 用 ・ 未 払 金      96,787,724

未 収 収 益 ・ 未 収 入 金       2,394,860 預 り 金       3,148,351

前 払 費 用 ・ 前 渡 金      35,693,169 短 期 借 入 金       1,835,118

繰 延 税 金 資 産       2,280,414 一年内返済長期借入金      93,456,000

そ の 他 の 流 動 資 産      40,648,603 【固定負債】     186,462,000

【固定資産】      55,789,555 長 期 借 入 金     116,276,000

【有形固定資産】      19,311,170 預 り 保 証 金      70,186,000

建 物 附 属 設 備       4,944,455 負 債 の 部 合 計     534,991,090

車 両 運 搬 具       2,151,156 純 資 産 の 部

工 具 器 具 備 品      12,215,559 【株主資本】     123,818,632

【無形固定資産】       2,496,304 資 本 金      30,000,000

ソ フ ト ウ ェ ア       2,496,304 利 益 剰 余 金      93,818,632

【投資その他の資産】      33,982,081 そ の 他 利 益 剰 余 金      93,818,632

投 資 有 価 証 券         146,902 繰 越 利 益 剰 余 金      93,818,632

関 係 会 社 株 式       7,000,000

差 入 保 証 金      22,603,600

繰 延 税 金 資 産          50,480

そ の 他 の 資 産       4,181,099 純 資 産 の 部 合 計     123,818,632

資 産 の 部 合 計     658,809,722 負 債 及 び 純 資 産 合 計     658,809,722



損 益 計 算 書

自　2016年 1月 1日
至　2016年12月31日

株式会社　アクトプロ （単位：    円）

科　　　　目 金　　　　額

【売上高】

売 上 高     920,030,805

売 上 高 合 計     920,030,805

【売上原価】

仕 入 高      78,478,837

合 　 計      78,478,837

他 勘 定 振 替 高       4,375,150

期 末 商 品 棚 卸 高      42,523,742

売 上 原 価      31,579,945

売 上 総 利 益 金 額     888,450,860

【販売費及び一般管理費】

販売費及び一般管理費合計     871,308,038

営 業 利 益 金 額      17,142,822

【営業外収益】

受 取 利 息 ・ 配 当 金          14,805

雑 収 入      17,437,612

営 業 外 収 益 合 計      17,452,417

【営業外費用】

支 払 利 息         900,875

雑 損 失         111,833

営 業 外 費 用 合 計       1,012,708

経 常 利 益 金 額      33,582,531

税 引 前 当 期 純 利 益 金 額      33,582,531

法 人 税 等 調 整 額        -812,868

法 人 税 住 民 税 事 業 税      13,598,761

当 期 純 利 益 金 額      20,796,638



 

 個別注記表 

 

 

 （重要な会計方針に係る事項） 

1. 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

① 子会社株式 

 移動平均法による原価法によっています。 

② その他有価証券 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法によっています。 

 

(2) 棚卸資産 

① 外貨両替機 

 個別法による金額に、固定資産として保有した際の減価償却累計額に相当する金額を評価減す

る方法によっています。 

② その他の棚卸資産 

 移動平均法による原価法によっています。 

 

2. 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

① 1998年 4月 1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く） 

 定額法によっています。 

② 2016年 4月 1日以降に取得した建物附属設備並びに構築物 

 定額法によっています。 

③ 賃貸している工具器具備品 

 賃貸期間に渡る定額法によっています。 

④ その他のもの 

 定率法によっています。 

(2) 無形固定資産 

 定額法によっています。 

 

3. 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、各債権について個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上する方法によっています。 

 

4. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。 

 

 



（会計方針の変更に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

 

 （表示方法の変更に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

 

 （誤謬の訂正に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

 

 （株主資本等変動計算書に関する注記） 

 当期末における発行済株式の数 

 普通株式 5,000 株 

 

 

 （その他の注記） 

 該当事項はありません。 

 

  

 以上 

 

 

 

 

 


